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Ⅰ．諸言
近年、ライフスタイルの多様化、核家族化、単
身世帯や共働き世帯の増加等の社会環境の変化や
外食産業や中食産業の成長などによって日本人の
食生活は大きく変化してきた。食には利便性、簡
便性が求められるようになり、時間や調理技術を
要する料理が食卓に上がる機会が減少した。外食
や調理済み食品や加工食品の利用が増え、食の外
部化率は平成15年には44.5％を占めるまでに増加
している1)。また家族そろって食事をとる機会が
減り、食事を通じた家族のコミュニケーションの
機会が減少している。こうした食環境の変化に伴
い、食への関心や食を大切にする心の希薄化、欠
食や不規則な食習慣、栄養バランスの偏り、肥満
や生活習慣病の増加、調理に関する知識不足や技
術不足など食をめぐる問題が深刻になってきてい
る。今後、少子高齢化がさらに進む中、人々が生
涯にわたり心身ともに健康で豊かな生活を送るた
めに、望ましい食習慣の形成は今や国民的課題と
なっている。このような現状の中、栄養と食の専
門職である管理栄養士、栄養士の果たす役割が重
要になっている。しかし現在、栄養士養成課程に
ある学生においても食生活の乱れが顕著であり、
料理に関する知識も技術も乏しく2) 調理能力の低
下が問題視されている3)。学生に対して、将来栄
養指導を担うものとしての自覚と責任を持たせ、
自ら望ましい食習慣を実践し、献立作成や調理に
意欲的に取り組み調理技術の向上・習得をめざす
よう教育に当たらなければならない。人はある課
題を与えられた際、自己効力感が高いほど目的と
する行動を実行し継続する可能性が高くなるとさ
れている。自己効力感とはバンデューラが提唱し
た社会的認知理論の概念であり、ある行動を起こ
す前に感じる「 自己遂行感 」を指す4)5)。
従って、調理に関する自己効力感を高めること
により学生の献立作成や調理に対する意欲的な取
り組みを促すことができるのではないかと推察で
きる。そこで本研究では先行研究６) において既に
作成されている調理に関する自己効力感を調査し、
生活習慣との関連を分析することにより、調理自
己効力感を高める要因について検討し、栄養士養
成校における今後の学生教育の一助とすることを
目的とする。
Ⅱ．方法
１．調査対象・時期・方法
栄養士養成課程学生237名（ 平均年齢18.6±0.7
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（３）　健康的な食生活に関する
行動変容ステージ
ProchaskaらのTTM（transtheoreticalmodel;健
康行動理論 ）に基づいて作成した５項目（ 表３）
から対象者に最も近い項目を選ぶよう指示し、そ
の選ばれた項目から対象者の健康的な食生活に対
する行動変容ステージを決定した。
３．集計および解析方法
調理自己効力感を問う23項目に対して「１．全
くあてはまらない 」、「２．ややあてはまらない 」、
「３．どちらともいえない 」、「４．ややあてはま
る 」、「５．よくあてはまる 」の５件法で回答を求
め、合計得点を算出し、得点の低い者から全体の
約1/3を占める71名を下位群、得点の高い者から
全体の約1/3を占める86名を上位群、その中間の
77名を普通群とした。
集計および分析は各調査項目のクロス集計を行
い、各調査項目の比較はχ2検定に残差分析を追
加した。残差分析で有意な項目には、表中に▲、
▽を付した。平均値の差の検定には一元配置分散
分析を用いた。統計的有意水準は５％未満とした。
Ⅲ．結果
１．居住形態と調理頻度の関連
居住形態および調理頻度を表４に示す。
歳 ）を対象に調査を行った。そのうち解析対象者
は分類不明の者を除いた１年生160名、２年生74
名である。（ 有効回収率98.7％）
調査時期は2011年７月と2012年７月で、調査
対象者に対して、研究の趣旨及び研究目的以外に
データーを使用しないことを説明して、無記名自
記式のアンケート調査を実施した。
２．調査内容
質問紙により調査した項目は、表１の通りである。
（１）　調理に関する自己効力感
調理に関する自己効力感は（ 以下、調理自己効
力感と略記 ）は柴らが作成した調理への意欲、興
味、調理技能感、調理知識に関する23項目の尺
度（ 表２）を用いた。
（２）　自分の食生活に対する問題意識
「 現在の自分の生活をどのように思うか 」とい
う教示文に対して「１．問題が多い 」、「２．少し、
問題が多い 」、「３．どちらともいえない 」、「４．
よい 」、「５．大変よい 」の５件法で尋ねた。
表１　質問紙調査項目
表２　「調理に関する自己効力感」尺度
表３　健康的な食生活に関する行動変容ステージ
表４　居住形態と調理頻度
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日頃調理をほとんどしない者の割合は下位群で
70.4％、普通群で58.4％と有意に高く、上位群で
18.6％と有意に低かった。毎日あるいは週４～５
回調理をしている者の割合は下位群で7.0％と有
意に低く、上位群で46.5％と有意に高かった。
５．食事および間食摂取状況と調理自己効力感と
の関連
朝食、昼食、夕食、間食摂取頻度と調理自己効
力感との関連を表７、表８、表９、表10に示す。
食事及び間食摂取頻度と調理自己効力感に有意な
関連は認められなかった。
６．食生活の問題意識と調理自己効力感との関連
食生活の問題意識と調理自己効力感の関連を表
11に示す。
調査対象者は自宅生が179名（76.5％）、アパート
から通う者（ 以下アパート生と略記 ）が37名
（15.8％）、寮生が18名（7.7％）であった。日頃調
理をほとんどしない者の割合は自宅生の57.0％、
アパート生の5.4％、寮生の38.9％で、自宅生で
有意に高かった。毎日あるいは週４～５回調理を
している者の割合は自宅生の12.9％、アパート生
の78.3％、寮生の22.2％で、自宅生で有意に低く、
アパート生で有意に高かった。
２．調理自己効力感得点の１、２年生の比較
調理自己効力感得点は１年生51.9±9.1点、２
年生54.3±8.9点で、有意な差は認められなかった。
３．居住形態と調理自己効力感との関連
居住形態と調理自己効力感との関連を表５に
示す。
居住形態と調理自己効力感には関連が認められ、
調理自己効力感下位群では自宅生の割合が90.1％
と他の群に比べ有意に高かかった。一方、上位群
では自宅生の割合が64.0％と有意に低く、アパー
ト生が24.4％と有意に高かった。
４．調理頻度と調理自己効力感との関連
調理頻度と調理自己効力感との関連を表６に
示す。
表５　居住形態と調理自己効力感
表６　調理頻度と調理自己効力感
表７　朝食摂取頻度と調理自己効力感
表８　昼食摂取頻度と調理自己効力感
表９　夕食摂取頻度と調理自己効力感
表10　間食摂取頻度と調理自己効力感
表11　食生活の問題意識と調理自己効力感
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著しく問題視されている。学生に対し栄養士とな
る自覚と責任を持たせ、意欲的に調理に取り組み、
調理技術の習得向上を目指すよう教育に当たらな
ければならない。
人が物事に対し意欲的に取り組み知識や技術を
習得しようとする動機づけは自己効力感によって
大きく変化するとされている。自己効力感とはバ
ンデューラが提唱した社会的認知理論の概念であ
り努力あるいは働きかけがあれば環境は好ましい
方向へ変化させることができるという見通しとそ
れに伴う気持ちをいう8)。多鹿は自己効力感が高
い状態では自分は出来るという自信や意欲がわき
課題が達成できると述べ9)、梶田も人は自己効力
感が高い事柄に対してはやる気を持つことになる
と述べている10)。そこで本研究では調理に関する
自己効力感を高めることにより学生の調理に対す
る意欲的な取り組みを促すことができると考え、
今後の学生教育に役立てることを目的に学生の生
活習慣の現状と調理に関する自己効力感との関わ
りについて調査し分析した。
調査により学生の日頃の調理頻度が低い実態が
明らかとなった。１、２年生ともに約半数の者が
日頃調理をほとんどしないと答えた。これは内閣
府の大学生を対象とした調査結果（ 料理する頻度
が週１回未満23.1％、まったくしない20.3％）と
比べても高率であり、本調査の対象者は栄養や調
理に関する教育を受けているにも関わらす、日頃
の調理実践に結びついていなかった。特に自宅生
の67％が日頃調理をほとんどしないと答え、アパー
ト生に比べ有意に高率であった。また自宅生は調
理に関する自己効力感の低い者が多く、アパート
生は自己効力感の高い者が多かった。調理頻度と
自己効力感との関連において調理頻度の高い者ほ
ど自己効力感が高いことから、自宅生とアパート
生の自己効力感の違いは調理頻度によるものと推
察される。食事および間食摂取頻度や食生活の問
題意識については自己効力感によって有意な差は
認められなかった。一方、栄養成分表示参考の有
無と食生活改善についての行動変容ステージには
自己効力感による有意な差が認められた。アパー
ト生のように日頃調理実践があり自己効力感が高
い者は食生活の問題を認識することにより食生活
の改善の必要性を感じ成分表示を参考にする等、
食生活の問題意識と調理自己効力感に有意な関連
は認められなかった。
７．成分表示参考の有無と調理自己効力感との関連
成分表示参考の有無と調理自己効力感との関連
を表12に示す。
外食や食品を購入するときにカロリーなどの栄養
成分表示を参考にする者の割合は下位群76.1％、
上位群93.0％と上位群で有意に高かった。
８．健康的な食生活に関する行動変容ステージと
調理自己効力感との関連
健康的な食生活に関する行動変容ステージと調
理自己効力感との関連を表13に示す。
食生活の改善に関心があり健康的な食生活を始め
る準備をしておりたまに意識して健康的な食事を
とっている「 準備期 」の割合は上位群で55.8％と
有意に高く下位群で35.2％と有意に低かった。
Ⅳ．考察
近年の社会情勢の変化に伴い日本人の食生活は
大きく変化した。食の簡便化、外部化が進み家庭
内での調理機会が減少している。それに伴って若
者の食に対する関心の低さや調理経験の減少等の
問題が指摘されている7)。このような状況の中で、
栄養士養成課程の学生においても入学前の調理経
験が減少しており調理に関する知識技術の低下が
表12　成分表示参考の有無と調理自己効力感
表13　行動変容ステージと調理自己効力感
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健康を意識した行動を実践している。それに対し
て自宅生のように調理をする機会が少なく自己効
力感の低い者はたとえ食生活に問題を感じても改
善への行動が伴わないことが示唆された。調理技
術とともに、より良い食生活を目指す姿勢は栄養
士として具備すべきものであり、２年間の短い養
成期間で修得を目指すには、日頃の調理実践の頻
度を高めることが必要である。樋口らは学生の調
理技術向上のため栄養士資格を念頭に置いた意識
付けと家庭で調理機会が得られる課題や学生が実
践できる場の提供を随時行っていく必要性がある
と述べている11)。畦は調理実習において一般的に
用いられる献立と作り方を指導者が提示し師範す
る手法ではなく、課題を指導者が設定しその課題
に対して学習者がグループで献立を立案し実践す
る問題解決的な取り組みを採用したことにより学
生の学習に対する意気込みの拡大や学習意欲の向
上、自己肯定感の向上につながったと報告してい
る12)。本調査の結果により学生の調理頻度や調理
に関する自己効力感は低く、１、２年生による差
も認められなかったことから、学校教育によって
調理意欲が十分向上したとはいえない実態が明ら
かとなった。このため対策の１つとして今後、問
題解決的な取り組みを試みる必要があると考える。
一方、調理実習での問題解決学習により技能技術
の習得が希薄になるという報告もある13)。石井ら
は調理の綿密な作り方の説明や役割分担を行わな
い授業では調理の知識・技能技術の習得の混乱や
欠落が生じていることを指摘しており14)、調理実
習での問題解決的な学習方法については、さらに
検討が必要と考える。今後は学生の調理技術の習
得状況や調理に関する自己効力感を定期的に調
査、評価しながら、調理実習における教育内容、
方法について検討を重ねていきたい。
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